前期課程「国際関係論」（大江　博）試験問題（２００６年度夏学期）
１．次の文章について、正しいものには○、間違っているものには×を付け、×のものについては、どこが間違っているか述べよ。

（１）自衛権の発動が可能であるためには、外国からの急迫不正の侵害（国連憲章上は「武力攻撃」）があることが必要であるというのが、わが国政府の立場である。

（２）自衛権を発動するためには、安保理決議によるエンドースメントが必要である。

（３）２００１年のアフガニスタンに対する米国等による攻撃は、集団安全保障を根拠に行なわれた。

（４）集団的自衛権を発動するためには、攻撃を受けた国との関係で安全保障条約を締結していることが必要である。

（５）国内における極度の人権侵害や、虐殺が、国連憲章第３９条の「平和に対する脅威や破壊」に当たるという認定は、これまでも、安保理において為されてきた。

（６）コソヴォにおけるNATOの空爆については、法的には多くの問題があったが、わが国は、支持と立場を明らかにした。

（７）現行憲法上、わが国は、国連の集団安全保障としての武力行使には参加できないというのが、政府の解釈である。

（８）日本の総理が初めて靖国神社を参拝したのは、１９７５年、三木首相であった。

（９）中国が、日本の首相の靖国参拝に初めて異議を唱えたのは、１９７９年のことで、その前年に初めてA級戦犯が靖国神社に合祀されたことが、対外的に明らかにされたときであった。

（１０）周辺事態というのは、極東のなかでおこる、わが国の安全にとって重要な影響のある事態のことである。

（１１）わが国は、１９７２年の日中共同声明により、法的に中国との関係で戦争状態を終了させた。

（１２）サンフランシスコ平和条約によると、すべての連合国が日本との間に賠償協定を結ぶことを認められているわけではない。

（１３）PKOについては、国連憲章上、定義は無い。

（１４）昨年、わが国がインド、ブラジル、ドイツとともに提出しようとした安保理改革に関するG４案は、現常任理事国の拒否権を制限しようとしたために、常任理事国の強い反発を受け、頓挫した。

（１５）サンフランシスコ平和条約第２条は、朝鮮、台湾等のいわゆる分離地域が日本から分離して独立することを規定している。

（１６）国連平和協力法、いわゆるPKO法案は、わが国のPKOへの参加を自衛隊に限っている。

（１７）日韓国交正常化は１９６５年に行なわれたが、その時に締結された法的地位条約は、在日３世の法的地位については先送りで決めていなかった。

（１８）日中共同声明第３項においては、わが国も台湾が中国の一部であることを承認している。

（１９）韓国は、日本との国交正常化にあたり、賠償請求権を放棄した。

（２０）サンフランシスコ平和条約に基づき、日本との間で、賠償協定を結んだのは、８ヶ国だけであった。

